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松
江
市
は
翌
年
度
の
予

算
を
１
～
２
月
に
か
け
て

つ
く
り
、
２
月
定
例
市
議
会

で
予
算
案
の
審
査
を
行
い
、

決
定
す
る
こ
と
と
し
て
い

ま
す
。
党
松
江
市
委
員
会
は

毎
年
１
２
月
初
旬
ま
で
に

党
支
部
や
各
種
団
体
か
ら

の
要
望
な
ど
を
取
り
ま
と

め
て
、
市
長
宛
て
に
提
出

し
、
回
答
書
を
受
け
取
っ
て

い
ま
す
。 

昨
年
度
は
①
防
災
・
街
づ

く
り
②
土
木
③
産
業
振
興

④
市
営
住
宅
⑤
国
保
⑥
補

助
金
⑦
子
育
て
・
教
育
⑧
福

祉
・
市
民
生
活
⑨
水
道
事
業

⑩
介
護
保
険
⑪
庁
舎
管

理
・
施
設
整
備
―
な
ど
１
２

項
目
６
７
種
類
に
わ
た
っ

て
要
望
し
ま
し
た
。 

昨
年
は
、
市
営
住
宅
の
高

齢
者
宅
向
け
に
ド
ア
ホ
ン

設
置
を
進
め
る
こ
と
や
、
自

治
会
集
会
所
へ
の
賃
貸
助

成
の
検
討
な
ど
の
前
向
き

な
回
答
も
得
て
お
り
、
市
委

員
会
で
は
、
市
民
の
み
な
さ

ん
か
ら
の
要
望
を
受
け
付

け
て
い
ま
す
。（
「
新
し
い
松

江
」
よ
り
） 

 

９
月
２
０
日
に
行
わ
れ
た

市
議
会
と
市
執
行
部
の
情
報

交
換
会
で
、
来
年
４
月
か
ら

下
水
道
使
用
料
平
均
１
０
・

２
％
の
値
上
げ
方
針
が
示
さ

れ
ま
し
た
。 

市
は
値
上
げ
の
理
由
に

「
経
営
戦
略
」（
２
０
１
６
年

策
定
）
を
挙
げ
、
１
７
年
度

か
ら
２
６
年
度
ま
で
の
収
支

や
江
津
西
処
理
区
で
の
下
水

 

伊
藤
議
員
―
県
西
部
地

震
を
契
機
に
、
県
は
従
来
の

支
援
制
度
に
半
壊
と
一
部

損
壊
を
加
え
た
。
今
回
限
り

の
制
度
と
さ
れ
て
い
る
が
、

町
と
し
て
も
制
度
の
維
持

を
求
め
て
い
く
べ
き
で
は

な
い
か
。
あ
わ
せ
て
、
全
国

に
先
駆
け
て
創
設
し
た
「
見

舞
金
」
も
維
持
す
べ
き
と
思

う
が
、
い
か
が
か
。 

町
長
―
（
県
に
は
支
援
制

度
の
）
恒
久
化
と
い
う
こ
と

で
是
非
と
も
進
め
て
い
た
だ

き
た
い
。
町
の
制
度
は
、
県

の
制
度
と
セ
ッ
ト
で
考
え

る
。
（
「
伊
藤
好
晴
の
議
会
報

告
」
よ
り
） 

道
へ
の
接
続
世
帯
の
増
加
、

下
水
道
汚
泥
と
、
し
尿
・
浄

化
槽
汚
泥
の
共
同
処
理
に
よ

る
経
営
改
善
が
あ
る
と
し
て

い
ま
す
。 

健
全
な
運
営
に
は
一
般
会

計
か
ら
の
負
担
が
必
要
と
な

る
こ
と
か
ら
「
使
用
料
の
値

上
げ
を
検
討
す
る
」
と
結
論

づ
け
て
い
ま
す
。
ま
た
、
国

が
下
水
道
事
業
を
公
営
企
業

会
計
へ
移
す
よ
う
自
治
体
を

推
進
し
て
い
る
こ
と
も
理
由

の
一
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

市
は
、
公
営
企
業
会
計
に

な
れ
ば
使
用
料
で
１
０
０
％

賄
う
必
要
が
あ
る
と
し
、
今

後
の
下
水
道
へ
の
接
続
世
帯

の
増
加
に
よ
る
収
入
増
も
見

込
め
る
こ
と
か
ら
現
段
階
で

は
料
金
収
入
を
９
０
・
７
％

の
水
準
ま
で
上
げ
る
と
し
、

１
０
・
２
％
値
上
げ
の
根
拠

と
し
て
い
ま
す
。
（
「
ご
う
つ

民
報
」
よ
り
） 

 
島
根
革
新
懇
は
１
０
月

２
０
日
、
出
雲
市
で
全
労
連

の
小
田
川
義
和
議
長
を
招

い
て
講
演
会
を
開
き
ま
し

た
。
会
場
い
っ
ぱ
い
の
５
０

人
が
参
加
し
、
草
の
根
の
共

同
を
広
げ
る
革
新
懇
運
動

を
強
め
、
市
民
と
野
党
の
共

闘
で
安
倍
政
権
を
倒
そ
う

と
決
意
を
固
め
合
い
ま
し

た
。（
写
真
） 

 

小
田
川
氏
は
、
沖
縄
県
知

事
選
で
「
オ
ー
ル
沖
縄
」
の

玉
城
デ
ニ
ー
氏
が
圧
勝
し

た
こ
と
を
踏
ま
え
、
市
民
と

野
党
の
共
闘
の
重
要
性
を

強
調
し
ま
し
た
。
そ
の
上

で
、
国
会
で
は
原
発
ゼ
ロ
基

本
法
、
被
災
者
生
活
再
建
支

援
法
改
正
法
案
な
ど
の
共

同
提
案
な
ど
野
党
共
闘
の

前
進
を
紹
介
し
、
「
力
を
合

わ
せ
れ
ば
安
倍
政
権
を
跳

ね
返
す
こ
と
が
で
き
る
」
と

力
を
込
め
ま
し
た
。 

県
憲
法
会
議
は
１
０
月

２
７
日
、
松
江
市
で
「
憲
法

と
市
民
道
徳
、
国
民
道
徳
」

を
テ
ー
マ
に
市
民
憲
法
フ

ォ
ー
ラ
ム
を
開
き
ま
し
た
。 

京
都
橘
大
学
の
碓
井
（
う

す
い
）
敏
正
名
誉
教
授
が
、

安
倍
政
権
が
す
す
め
る
道

徳
教
育
重
視
政
策
の
具
体

化
で
あ
る
道
徳
の
教
科
化

に
つ
い
て
講
演
し
ま
し
た
。 

碓
井
氏
は
、
安
倍
改
憲
と

道
徳
教
育
は
一
体
の
も
の

だ
と
し
、
「
愛
国
心
」
の
強

調
や
家
族
愛
・
伝
統
の
重
視

な
ど
は
自
民
党
復
古
派
の

悪
し
き
ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム

だ
と
批
判
。
「
個
人
の
尊
厳

や
自
由
の
否
定
な
ど
特
定

の
道
徳
を
押
し
付
け
る
こ

と
は
、
近
代
憲
法
の
原
則
か

ら
外
れ
、
今
の
成
熟
し
た
市

民
社
会
か
ら
も
乖
離
し
て

い
る
」
と
述
べ
、
「
い
ま
求

め
ら
れ
る
の
は
、
子
ど
も
に

寄
り
添
う
教
育
、
人
間
の
弱

さ
を
受
け
入
れ
る
教
育
だ
」

と
力
説
し
ま
し
た
。 

前号に続き、日本共産党県議団（尾村利成、大国陽介両県議）が今年６月から松江

市・出雲市で取り組んでいる「市民アンケート」の中間集計についてお知らせします。 

　ムダ遣いを
チェック

43%

　毎議会質問し
てほしい

10%

　私たちの声を
議会に届けてほ

しい
28%

　議会の様子を
知らせてほしい

16%

　その他
3%

　再稼働すべき
10%

　再稼働すべきでは
ない
79%

　わからない
11%●“８割”が島根原発は「再稼動すべきではない」と回答 

安倍内閣は、今年７月に決定した「第５次エネルギー基本計画」で、２０３０年

度に電力の２０～２２％を原発から供給することを目標にすると言い放ちました。

これは島根原発２号機の再稼動、３号機の新規稼動を含めて、既存・建設の３８基

の原発すべてを稼動させることになります。 

党県議団が行った「市民アンケート」では、島根原発について「再稼動すべきで

はない」と答えた人が７９％にも達しています。 

この民意に反し、県議会では今年６月議会で、原発稼動に道を開く「島根原発３

号機の新規制基準適合性申請に係る事前了解願い」を自民、公明、民主県民クラブ

の一部（国民民主党）の議員等の賛成で了承しました（党県議団は、質疑と反対討

論に立ちました）。 

国会ではこの間、「原発ノー」の国民運動に後押しされて、「原発廃止・エネルギ

ー転換を実現するための改革基本法案（原発ゼロ基本法案）」を野党４党（共産・立

憲・自由・社民）の共同提案として国会に提出しています。この法案も力にして、「原

発ゼロの日本・島根」、再生可能エネルギーの本格導入への転換を勝ち取るときです。 
 
●議会・議員に望むことの第１位は「ムダ遣いチェック」 

 「市民アンケート」で、議会・議員に望むこととして、最も多かったのは「ムダ

遣いをチェック」でした。次に「私たちの声を議会に届けてほしい」が多く、続い

て「議会の様子を知らせてほしい」、「毎議会質問してほしい」という順でした。 

 党県議団は議会本来の役割であるチェック機能を発揮し、ムダ遣いをチェックし

てきました。県議の政務活動費の不正が相次いだ問題では、疑惑の徹底解明と政務

活動費の使途の厳格化を求めて議長に申し入れ。また、くらしや福祉、教育など県

民の切実な要望を掲げ、その実現のために毎議会質問し、県民のみなさんと力を 

あわせて県政を動かしています。 


